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抄録
　本研究の目的は，中学校教員の運動部活動への従事状況，運動部活動の地域移行に対する態度を明ら
かにするとともに，運動部活動の地域移行後の指導者に求められる資質・能力を，教員の視点から捉え
ることであった．そのため，A県の公立中学校教員を対象にWebアンケートを行い，102人から回答が得
られ有効回答は97であった．指導者の資質・能力については，「プレーヤー中心の考えに基づいたコーチ
ングを行うための行動・判断力を可視化するテスト」（近藤ら，2019）として開発された Sports Coaching 
Competency Test （SCCOT） のコーチングの資質・能力を援用し， 7要素の中項目からなる26の小項目につ
いて， 5段階のリッカートタイプ尺度で測定して数値化した．主な結果は，以下のとおりである．
1）回答者の80％以上が現在運動部活動の顧問を担当しており，その多くが自身に競技経験がない種目を
担当した経験を有している．

2）活動日数，活動時間はスポーツ庁のガイドラインに沿った活動状況であるが，多くの教員が運動部活
動の顧問について課題や負担を感じている．

3）運動部活動の地域移行については肯定的に捉える者が多い一方，半数以上が指導する意向はない．
4）教員が地域移行後のスポーツ指導者に求める資質・能力は，自分たちが運動部活動で指導する際に必
要と考える資質・能力よりも高い水準にあるべきだと考えている．
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緒言

　運動部活動は，生徒のスポーツに親しむ機会を

確保し，生徒の自主的・主体的な参加による活動

を通じて，達成感の獲得，学習意欲の向上や，責

任感，連帯感の涵養等に資するとともに，自主性

の育成にも寄与する（運動部活動の地域移行に関

する検討会議，2022）．運動部活動が青少年にも

たらす様々な恩恵や教育的意義，運動習慣及び体

力の持ち越し効果等を考慮すると，その役割は大

きい．一方で，生徒数の減少とそれに伴う学校数

の減少や，教員の過大な負担が社会問題化してき

たことを背景に，運動部活動は転換期を迎えてい

る．

　2020年には「学校と地域が協働・融合」した部

活動の具体的な実現方策として，令和 5年度以降

に休日の部活動を段階的に地域に移行すること



－122－

鹿屋体育大学学術研究紀要　第61号，2023

や，合理的で効率的な部活動の推進方策が示され

た（文部科学省，2020）．また，2022年 6 月には，

公立中学校等を対象とした「運動部活動の地域移

行に関する検討会議提言」（以下，提言）がまと

められた．提言は，令和 5年度から令和 7年度ま

でを目途に，休日の運動部活動から段階的に地域

移行していくことが骨子となっている．そして，

運動部活動が地域に移行される際の受け皿となる

地域におけるスポーツ団体等の整備や，スポーツ

指導者の質保証と量の確保，活動場所となるス

ポーツ施設の確保などが課題として挙げられ，各

地で対応が模索されている．とりわけ，指導者の

確保については，地域移行の議論が活発化する以

前から喫緊の課題として取り組みが進められ部活

動指導員や外部指導者が導入されてきたが，現時

点では導入による弊害や課題が指摘されている．

　運動部活動指導員や外部指導者の専門的な指導

は，生徒の部活動に対する満足度を高める可能性

を有する一方で，技術面の指導に偏ることが報告

されている（小堺・青栁，2021）．また，外部指

導者の活用については，その推進のため組織的な

取組事例から問題点や課題が報告され，活用推進

策が検証されている（青栁ら，2015a）．そして，

地域性や運動部活動の現状を考慮した制度設計や

指導者の確保，身分保障や指導謝金などの財政的

支援の充実などが課題として挙げられている（青

柳，2015b：伊熊ら，2012）．さらに，地域移行後

の受け皿として期待される総合型地域スポーツク

ラブと運動部活動との関係についても，総合型地

域スポーツクラブでの専門的な指導が，部活動指

導をめぐる教師の存在感，権威の低下に対する不

満感を生み反発を招いた可能性が示唆され，指導

者をめぐる問題が指摘されている（谷口，2014）．

運動部活動の地域移行後の指導者の質と量をどの

ように確保していくかが重要な課題と言える．

　指導者の確保について提言では，「生徒にとっ

てふさわしいスポーツ環境を整備するためには，

各地域において，専門性や資質・能力を有する指

導者を確保していく必要がある」とされ，単に量

的な確保のみならず指導者としての資質を担保す

ることが求められている．運動部活動に限らず青

少年のスポーツ活動において，過熱する勝利至上

主義による過度な練習や体罰，ハラスメントな

ど，その安全性を脅かす指導者が存在することも

事実であり，種目の専門性だけでなく，心身の発

達の途上にある生徒たちを指導する上での資質が

求められる．日本スポーツ協会は，「プレーヤー

ズセンタード」の考え方のもと，プレーヤーの成

長を支援することのできるスポーツ指導現場の

実現をめざして，あるべき指導者像を「グッド

コーチ像」として示している（日本スポーツ協会，

online）．そして，グッドコーチに求められる資質

能力として，1）コーチングを適切に行いプレー

ヤーと良好な関係を築くための態度・行動，2）

あらゆる競技のコーチングの場面で共通に必要と

される知識・技能，そして 3）競技や対象者の年

代，レベルなど現場別に必要となる専門知識・技

能が挙げられている（日本体育協会，2016）．こ

れらの資質能力のうち，2）3）は「スポーツ指導

の分野に関する知識・能力」であり，いわゆるリ

テラシー注1）と呼ばれる能力である．また 1）は，

プレーヤーとの関係性に注目し，「優れた成果を

創出する個人の能力・行動特性」であり，いわゆ

るコンピテンシー注2）と呼ばれる能力を指す．日

本スポーツ協会は，「コーチ育成のための『モデ

ル ･コア ･カリキュラム』」策定に当たって，知

識・技能に関する内容よりも，態度・行動を含む

「人間力」と称する内容の比重を高めている（日

本スポーツ協会，online）．野老・坂井（2005）は，

コーチと競技者との関係は「教える－教わる」の

段階から「共同作業」の段階に変化すると指摘す

るとともに，競技者とどのような関係を構築する

のかという視点と，その関係を構築するためのコ

ミュニケーション・スキルの必要性を示唆してい

る．また，運動部活動における意見の反映度が生

徒の満足度に影響を及ぼす（深見・岡澤，2016）

との報告からは，プレーヤーである生徒との関係

性の重要さが示唆される．アスリートセンタード
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の理念を指導の現場で体現できるコーチが，優れ

たコーチとしてアスリートに認識されているとの

報告もみられる（山田ら，2022）．これらの報告

からも，近年のスポーツ指導者に求められる能力

には，指導者の経験に基づく行動特性としての指

導コンピテンシーがより重視されていることがわ

かる．すなわち，指導の専門性に鑑みれば，技能

や知識は指導リテラシーの基本的な要素と捉える

ことができ，日本スポーツ協会が示すグッドコー

チ像は，どちらかというと指導者の経験に基づく

行動特性としての指導コンピテンシーを重視する

ものと言えよう．そして，「グッドコーチ像」と

して示されるこのような指導者像は，スポーツ活

動のすべての場面でコーチングを正しい方向へ導

くため（日本スポーツ協会，online）の指導者像

であり，活動の場や指導対象によって変わるもの

ではない．このような指導者像に基づく指導は，

グッドコーチングとして運動部活動でも求められ

ており（伊藤，2016），地域移行によってその役

割が教員から地域の指導者に移ったとしても不変

である．

　スポーツ指導者の資質については，アスリート

の側から見た指導者像についていくつかの報告が

見られる．野老・坂井（2005）は，体育系女子大

学生を対象に理想的なコーチ像の一端を明らか

にするとともに，学生は理想的なコーチに対し

て，「専門的知識」や「個々の選手に接する態度」，

「コーチとの信頼関係」など，さまざまな要因を

求めていることを明らかにしている．また，山田

ら（2022）は，現代のコーチがアスリートの視点

に拠って立ち，よりよいコーチングを実践する上

で研鑽すべき資質能力を示した．アスリートの視

点から求められる「優れたコーチ」には，競技に

関する専門的な知識や技能を有していることを前

提として，さらにプレーヤーズセンタードの考え

方も求められているといえる．

　一方，指導者の視点からの報告はほとんど見ら

れない．常行ら（2020）はスポーツ推進委員らを

対象として，地域の運動・スポーツの指導スキル

を探索的に検討した．その結果，地域における運

動・スポーツの指導スキルは，専門技術だけでな

く，健康や体力，組織マネジメント等の枠組みか

ら必要性が捉えられているとしている．しかし，

この研究では指導者の知識・技能のみが取り上げ

られており，先述したグッドコーチ像に求められ

るコンピテンシーについては評価されていない．

　従来の運動部活動の指導者は「教員」であり，

教育者としての質は一定の水準で担保されていた

と考えられるが，「スポーツ指導の知識・技能」

に関してはその水準の保証が課題とされてきた．

一方で，運動部活動の地域移行に伴う課題として

は，外部の指導者に指導を委託することで「ス

ポーツ指導の知識・技能」について一定の水準を

担保できても，「教育の一環」として行われる部

活動指導経験に基づく行動特性としての指導コン

ピテンシーが担保されにくいことが問題視されて

いる．このように運動部活動の地域移行に伴って

顕在化した，指導者の質保証に関わる上記のよう

なアンビバレントな状態を解消することは，運動

部活動が地域に移行した後の持続可能性を担保す

る上で重要な課題である．

　運動部活動指導者に求められる質保証はどのよ

うにあるべきなのか．この課題について検討する

ためには，指導を受ける生徒やその保護者，教員，

あるいは各スポーツ種目の専門家の立場から意見

聴取する手法が有効と考えられるが，本研究は教

員からの視点に焦点を当てた．その背景には，地

域移行後も運動部活動の指導者としての役割が教

員にも期待されている現状がある．これまで，運

動部活動指導の当事者であった教員は，運動部活

動指導者の質保証のために，どのような能力を必

要と考えているのか，また，地域移行後の指導者

に対してはどのような期待を抱いているのかを知

ることは，地域移行後の指導者育成の在り方を検

討する上でも重要な視点であると考えた．

　そこで，「運動部活動の地域移行」の方針に伴っ

て顕在化した，「指導者の質保証」の問題に焦点

を当て，現在の指導に対しての評価（内省）と，
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地域移行後の指導者に対する期待（あるべき指導

者像）を明らかにすることで，指導者の質保証を

検討する上で有効な基礎資料を提供できると考え

本研究に着手した．

目的

　本研究の目的は，中学校教員の運動部活動への

従事状況，運動部活動の地域移行に対する態度を

明らかにするとともに，運動部活動の地域移行後

の指導者に求められる資質・能力として指導コン

ピテンシーに着目し，教員の視点から捉えること

である．

方法

1）リサーチクエスチョンの設定

　本研究では，中学校教員の運動部活動への従事

状況，運動部活動の地域移行に対する態度を明ら

かにするとともに，地域移行後のスポーツ指導者

に求められる資質・能力を教員の視点から捉える

ことで，地域移行の課題とされるスポーツ指導者

の質の確保について検討することを目的としてい

る．そこで，先行研究の検討から得られた知見に

基づき，以下のリサーチクエスチョン（RQ）を

設定した．

　RQ：教員が学校運動部活動の指導者に必要で

あると考える資質・能力と，地域移行後のスポー

ツ指導者に求める資質・能力は異なるのか．

2 ）データの収集

　本研究では，A県の公立中学校（n=163）学校

長宛に，調査協力依頼文と共にWebアンケート

のハードコピー，URL（QRコード）等を記載し

た資料を郵送し，アンケート調査への協力依頼を

行った．学校長から協力への同意が得られた場合

は，各学校長を通して教員に対してアンケート調

査の周知と協力を依頼した．調査期間は2022年 9

月17日から 9 月30日で，102人から回答を得た．

そのうち有効回答数は97であった．

3 ）調査内容

　調査内容は，1）個人属性，2）部活動の顧問担

当状況，3）運動部活動の地域移行について，4）

指導者に求める資質・能力，の 4要因とした．個

人属性は 4項目，部活動の顧問担当状況では 8項

目，運動部活動の地域移行については 6項目，指

導者に求める資質・能力は26項目で，それぞれの

要因の質問を構成した．

　指導者の資質・能力については，コンピテンシー

を評価する尺度として開発された Sports Coaching 

Competency Test （SCCOT）注3）を援用した．SCCOT

は「プレーヤー中心の考えに基づいたコーチング

を行うための行動・判断力を可視化するテスト」

（近藤ら，2019）とされ，コーチングを学ぶ学生

への教育や指導への知見が報告されている（苅山

ら，2020：2021：飯塚ら，2022）．SCCOTはコー

チングコンピテンシー構造に基づいた302の質問

項目から構成されており，「学習・活用力」「対他

者力」「対自己力」の 3要素を大項目とし，下位

項目として，中項目（ 7要素），小項目（26要素）

を評価することも可能である．本研究では，回答

者の負担を考慮し 7要素の中項目を構成する小項

目26要素を質問項目として設定した．それぞれの

項目について「必要だと思わない」「あまり必要

だと思わない」「どちらともいえない」「すこし必

要だと思う」「必要だと思う」の 5段階で回答を

求めるリッカートタイプ尺度を構成した．この尺

度を用いて，1）学校運動部活動の指導者に必要

であると考える資質・能力と 2）地域移行後のス

ポーツ指導者に求める資質・能力の 2局面につい

て評価してもらった．

4 ）倫理的配慮

　調査協力の依頼にあたっては，A県内の全ての

公立中学校校長宛てに郵送による協力要請を行っ

た．郵送した封筒には，調査の趣旨と調査フォー

ムの URLを印刷した書類，調査フォームのハー

ドコピー，協力を受諾した場合に当該中学校教員

に配布する依頼文書を同封した．また，教員に宛
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てた協力依頼文書とWebアンケート冒頭の協力

依頼文に，回答内容の取扱いについて記載した．

具体的には，①回答は全て数値化して処理するこ

と，②学術研究の目的以外には使用しないこと，

③個人名の記入は求めず，成果の公表にあたって

個人が特定されることはなく，回答により不利益

を被る可能性はないことを明記した．そのうえ

で，任意での回答を求めた．

5 ）分析方法

　本研究の RQに対応するため，教員が学校運動

部活動の指導者に必要であると考える資質・能力

と，地域移行後のスポーツ指導者に求める資質・

能力に差があるのか統計的検定を行った．

　まず，「教員が中学校運動部活動を指導する際

（部活動指導者）に必要だと考える資質・能力」

と「運動部活動地域移行後の指導者（地域指導者）

に求める資質・能力」の全ての項目について，「必

要だと思わない」から「必要だと思う」までにそ

れぞれ 1から 5までの得点を与え，間隔尺度を構

成するものと仮定して数値化した．また， 7要因

それぞれを構成する項目の合計得点を項目数で除

して，要因ごとに算術平均を算出した．これらの

各項目，各要因の平均値について，部活動指導者

に必要だと考える資質・能力と地域指導者に求め

る資質・能力との間で対応のある t検定による比

較を行った．統計分析には SPSS 28及び統計言語

Rを用いた．

結果及び考察

1）サンプルの属性

　回答者の属性を表 1に示している．性別では，

「男性」が61.9％，「女性」が36.1％，「答えたく

ない」が2.1％であった．平均年齢は43.7±11.1歳

で，年代別に見ると40歳代，50歳代が最も多くそ

れぞれ30.1％，次いで30歳代（22.6％），20歳代が

（14.0％），60歳代（3.2％）の順であった．担当科

目で最も多かったのが「保健体育」で42.4％，次

いで「社会」（13.0％），「国語」「数学」（10.9％），

「技術・家庭」（5.4％）と続く．教員歴については，

「 1～ 9年」が24.5％．「10～19年」が21.3％．「20

～29年」，「30～39年」が同率で26.6％．「40年以上」

が1.1％で，平均は19.6±11.2年であった．

表1　サンプルの属性

n ％ n ％￥
〈性別〉n=97 〈担当科目〉n=92
男性 60 61.9 保健体育 39 42.4
女性 35 36.1 社会 12 13.0
答えたくない 2 2.1 理科 12 13.0
〈年齢〉n=93， 平均43.7±11.1歳 数学 10 10.9
20歳代 13 14.0 技術・家庭 5 5.4
30歳代 21 22.6 養護教諭 2 2.2
40歳代 28 30.1 英語 1 1.1
50歳代 28 30.1 音楽 1 1.1
60歳代 3 3.2
〈教員歴〉n=94， 平均19.6±11.2年
1 ～ 9 年 23 24.5
10～19年 20 21.3
20～29年 25 26.6
30～39年 25 26.6
40年以上 1 1.1



－126－

鹿屋体育大学学術研究紀要　第61号，2023

2 ）運動部活動への従事状況

　回答者の運動部活動従事状況を表 2に示してい

る．運動部活動の顧問を82.5％が現在担当してお

り，現在は担当していないが過去に担当した経

験のある者が16.5％，担当経験のない者は 1％で

あった．競技経験のない運動部活動の顧問経験の

有無について， 8割を超える回答者が「ある」と

回答しており，多くの教員が競技経験のない運動

部活動の顧問となる実態が明らかになった．

　週当たりの活動日数は「 5 日」が最も多く

（84.4％），次いで「 4日」「 6日」がともに5.2％，

「 3 日」が3.1％という順で平均日数は4.86日で

あった．平日の活動時間は，「 2時間以上2.5時間

未満」が最も多く（80.0％），次いで「1.5時間以

上 2時間未満」（7.4％），「2.5時間以上 3時間未満」

（6.3％）と続き，「 3 時間以上」と回答した者も

3.2％見られた．平均活動時間は2.01時間であっ

た．一方，休日の活動時間は，「 3時間以上 4時

間未満」が最も多く（81.1％），次いで「 2 時間

以上 3時間未満」「 4時間以上 5時間未満」（とも

に7.4％），「 5時間以上」が3.2％，「 1時間以上 2

時間未満」1.1％で，平均の活動時間は3.10時間と

なり平日に比べて一時間ほど長いことが明らかに

なった．これらの活動日数，活動時間はスポーツ

庁が定めるガイドライン（2018）に沿った活動状

況である．

　このような運動部活動を担当するなかで，その

課題や負担を尋ねた結果が表 3である．「他の業

務と重なり十分な指導ができない」「休日の練習

や大会への引率などでプライベートな時間が取れ

ない」について，「かなり感じる」「やや感じる」

と回答した者が合わせて80％を超えている．「専

表2　運動部活動従事状況

n ％ n ％
〈顧問担当〉n=97
担当している 80 82.5 〈平日の活動時間〉n=95，平均2.01±0.34時間 /日
過去にしていた
（現在はしていない）

16 16.5
1 時間以上1.5時間未満 3 3.2
1.5時間以上 2時間未満 7 7.4

していない 1 1.0 2 時間以上2.5時間未満 76 80.0
〈週当たりの活動日数〉n=96，平均4.86±0.69日 2.5時間以上 3時間未満 6 6.3
1 日 1 1.0 3 時間以上 3 3.2
2 日 1 1.0 〈休日の活動時間〉n=95，平均3.10±0.59時間 /日
3日 3 3.1 1 時間以上 2時間未満 1 1.1
4 日 5 5.2 2 時間以上 3時間未満 7 7.4
5 日 81 84.4 3 時間以上 4時間未満 77 81.1
6 日 5 5.2 4 時間以上 5時間未満 7 7.4
7 日 0 0 5 時間以上 3 3.2

表3　運動部活動顧問としての負担感・課題

全く感じない あまり感じない どちらともいえない やや感じる かなり感じる
ｎ % n % n % n % n %

他の業務と重なり十分な
指導ができない 2 2.1 10 10.4 6 6.3 29 30.2 49 51.0

休日にプライベートな時
間が取れない 4 4.2 5 5.3 7 7.4 33 34.7 46 48.4

専門的な指導ができてい
ない 15 15.8 13 13.7 5 5.3 22 23.2 40 42.1



－127－

小宮，坂口，北村：中学校運動部活動の地域移行に対する教員の態度と指導者に求める資質・能力

門的な指導ができていない」については，「かな

り感じる」「やや感じる」と回答した者が合わせ

て65％ほどであった．教員が運動部活動の指導に

当たることで，本来的な教師の役割に支障をき

たすことはこれまでにも指摘されてきた（久保，

2002）が，運動部活動の指導を校務と並行して行

うことの厳しさや指導の専門性に対する課題，私

生活における負担感が明らかになった．特に，指

導者としての立場からは，競技経験の無い種目の

顧問を経験したことのある者ほど専門性のなさを

負担に感じていることが明らかになった（表 4）．

　愛知教育大学が全国の教員を対象に行った調

査（2016）によれば，中学校では部活動・クラブ

活動の指導が負担になっていると回答した者が

69.5％に上ると報告されている．また，日本の教

員が 1 週間に課外活動の指導に費やす時間は平

均で7.5時間（文部科学省，2019）とされている

が，今回の回答者の結果から概算すると 1週間あ

たり13時間ほど活動していることになり，それを

大きく上回っている様子が窺える．時間的な負担

は，大会や練習試合への引率や運営などで生じる

精神的負担にも影響していることが示唆されてお

り（青柳ら，2017），専門性を持たない種目を指

導もしくは監督することは，その拘束時間のみな

らず，指導することに対してもプレッシャーを与

えていると思われる．

2 ）運動部活動の地域移行に対する態度

　地域移行についての認知は「知っている」が

86.6％，「聞いたことはあるが詳しくは知らない」

が12.4％，「知らない」が1.0％であった．運動部

活動の地域移行について，「知らない」と回答し

たのは 1 人のみで，教員の認知度の高さが窺え

る．次に，地域移行の賛否については「賛成」が

47.9％，「おおむね賛成」が39.6％，「やや反対」

が7.3％，「反対」と回答した者が5.2％であった．

「賛成」「おおむね賛成」がおよそ 9割を占めてお

り，中学校運動部活動の地域移行は教員からは肯

定的に捉えられていることが分かる．このよう

に，地域移行についての認知は肯定的であった一

表4　種目経験の有無と運動部活動顧問としての負担感・課題

他の業務と重なり十分な指導が出来ない

経験のない運
動部顧問経験

全く感じない あまり感じない どちらともいえない やや感じる かなり感じる 合計 Fisher test
p-valuen ％ n % n ％ n ％ n ％ ｎ

ある 1 1.2 8 9.8 4 4.9 25 30.5 44 53.7 82
0.183

ない 1 7.1 2 14.3 2 14.3 4 28.6 5 35.7 14
休日の練習や大会への引率などでプライベートな時間が取れない

ある 3 3.7 5 6.1 6 7.3 29 35.4 39 47.6 82
0.834

ない 1 7.7 0 0.0 1 7.7 4 30.8 7 53.8 13
専門的な指導ができていない

ある 8 9.8 11 13.4 4 4.9 20 24.4 39 47.6 82
< 0.001

ない 7 53.8 2 15.4 1 7.7 2 15.4 1 7.7 13

表 5　運動部活動の地域移行に対する態度

n ％
〈認知〉n=97
知っている 84 86.6
聞いたことはあるが詳しくは知らない 12 12.4
知らない 1 1.0
〈賛否〉n=96
賛成 46 47.9
おおむね賛成 38 39.6
やや反対 7 7.3
反対 5 5.2
〈指導意向〉n=95
指導意向なし 54 56.8
多少は指導意向あり 19 20.0
指導意向あり 22 23.2
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方で，地域移行後の指導意向については，「指導

意向なし」が56.8％と最も多く， 6割ほどの教員

が運動部活動の地域移行後は指導継続を望んでい

ないことが明らかとなった．また，「指導意向あ

り」と回答した者が23.2％であったことから，積

極的な指導意向のある者は多くないことは明らか

である．

　先述した教員の負担感の強さや，運動部活動の

地域移行が教員の負担軽減をその目的として掲げ

ていることに鑑みれば，積極的な指導意向のある

者が少なかったことは当然の結果と言える．その

一方で地域移行後も指導に関わることを希望する

教員も一定数見られることから，地域移行後の指

導者不足を補うという視点からも，これらの教員

が指導者として参画できる体制の整備が求められ

る．

3 ）指導者に求める資質・能力

　指導者に求める資質・能力について，「教員が

中学校運動部活動の指導をする際（部活動指導

者）に必要だと考える資質・能力」と「地域移行

後のスポーツ指導者に求める資質・能力」のそれ

ぞれについて尋ねた結果を数値化し，平均値を比

較した．その結果，項目別では「価値を見出す力」

表 6　指導者に求める資質・能力の比較（下位尺度）

n 部活動での指導者
mean± S.D.

地域移行後の指導者
mean± S.D. t

価値を見出す力 91 4.54±0.78 4.70±0.62 -2.10*
情報の価値を高める力 93 4.23±0.95 4.56±0.68 -4.10**

吸収力を高める力 93 4.57±0.73 4.56±0.71 0.16
学びの対象を広げる力 91 4.46±0.82 4.60±0.79 -1.68
気づきから学ぶ力 92 4.74±0.63 4.77±0.54 -0.55
介入度を調整する力 92 4.12±0.95 4.42±0.89 -2.85**

客観的な根拠を示す力 93 4.41±0.86 4.67±0.73 -3.45**

多様な意見を尊重する力 93 4.66±0.74 4.77±0.59 -1.94
主体的判断を促す力 93 4.75±0.60 4.75±0.60 0.00
自尊心を高める力 93 4.71±0.65 4.75±0.58 -0.89
意見を調整する力 92 4.62±0.72 4.67±0.67 -0.9
自己の変化に注目させる力 92 4.71±0.58 4.76±0.54 -1.3
内的に動機づける力 93 4.62±0.71 4.73±0.57 -1.79
自立を支援する力 91 4.63±0.70 4.69±0.61 -0.78
ニーズを尊重する力 93 4.24±0.90 4.53±0.72 -3.68**

独自性を尊重する力 91 4.02±0.98 4.40±0.77 -5.02**

個別に評価する力 94 4.35±0.86 4.63±0.70 -4.05**

寄り添う力 94 4.62±0.71 4.71±0.60 -1.63
柔軟に対応する力 93 4.77±0.61 4.81±0.56 -0.77
プレーヤーを優先する力 92 3.80±0.94 4.13±0.92 -3.78**

出来事や感情を分析する力 92 4.71±0.64 4.75±0.62 -0.94
役割を認識する力 92 4.70±0.64 4.74±0.61 -0.78
課題を設定し共有する力 92 4.71±0.57 4.74±0.61 -0.55
合理的な戦略を立てる力 90 4.50±0.74 4.69±0.65 -2.40*
試行する力 92 4.61±0.74 4.67±0.67 -1.06
評価し把握する力 93 4.61±0.71 4.65±0.75 -0.52

*p<.05, **p<.001
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「情報の価値を高める力」「介入度を調整する力」

「客観的な根拠を示す力」「ニーズを尊重する力」

「独自性を尊重する力」「個別に評価する力」「プ

レーヤーを優先する力」「合理的な戦略を立てる

力」の 9項目で有意な差が認められ，これら 9項

目全てで部活動指導者に求める資質・能力よりも

地域指導者に求める資質・能力の平均値の方が高

い値を示した（表 6）．また， 7要因の平均値を

比較したところ「価値を見出す力」「伝える力」「主

体性を引き出す力」「多様性に対応する力」「変化

する力」の 5つの要因で有意な差が認められ，部

活動指導者よりも地域指導者に求める資質・能力

の方が高い値を示した（表 7）．

　文部科学省が2013年に公表した「運動部活動で

の指導ガイドライン」では，指導者と生徒の間の

適切なコミュニケーションの充実により，生徒の

意欲や自主的，自発的な活動の促進を図ることが

求められている（文部科学省，2013）．「伝える力」

「主体性を引き出す力」はこの要請に対応するた

めの資質と捉えることができる．また，野老・坂

井（2005）によれば，学生はコーチに必要とされ

るさまざまな要因を，理想的なコーチに求めてい

る．あわせて，運動部で活動する中学生は心身の

発達途上にあり，競技レベルや志向もさまざまで

ある．このことに対応するための資質として「多

様性に対応する力」が挙げられる．「変化する力」

については，その下位尺度「柔軟に対応する力」

「プレーヤーを優先する力」のうち，「プレーヤー

を優先する力」での差が現れている．地域に移行

するに際してプレーヤーズセンタードの思考をよ

り強く求めている様子がうかがえる．

　そして，これらの結果は，教員が地域移行後の

スポーツ指導者に求める資質・能力は，自分たち

が運動部活動で指導する際に必要と考える資質・

能力よりも高い水準にあるべきだと考えているこ

とを意味する．これまでの研究で，長澤・松本

（2017）は，限定的な調査ではあるものの運動部

活動の外部指導者が，中学校運動部活動の意義に

ついては理解できておらず，制限のある部活動の

位置づけに疑問を持っていることや，活動時間の

制約等の学校の運営・管理上の事情については理

解していないことを指摘している．また，外部指

導者の教育的指導力を不安視する教員が多い（青

栁，2015b）ことや教員が外部指導者に対して教

育的思考を求めている（Aoyagii et al., 2013）こと

などが報告されている．しかし，本研究で有意

な差が認められた項目は，「客観的な根拠を示す

力」「合理的な戦略を立てる力」のように，いず

れも教育活動全般に共通したコンピテンシー項目

というよりも，スポーツ指導に特化した能力や経

験が要求される項目であった．つまり，部活動指

導者の当事者である教員の立場からは，学校部活

動が地域移行した後のスポーツ指導者には，より

高いスポーツ指導の専門性を求めていることが確

認できたと言える．一方で，教育活動全般に共通

するコンピテンシー項目では有意な差が確認でき

表7　指導者に求める資質・能力の比較（要因）

n 部活動での指導者
mean± S.D.

地域移行後の指導者
mean± S.D. t

価値を見出す力 91 4.54±0.78 4.70±0.62 -2.10*
伝える力 93 4.40±0.76 4.56±0.64 -2.50*
学ぶ力 94 4.60±0.66 4.69±0.58 -1.41
主体性を引き出す力 94 4.57±0.56 4.69±0.56 -2.79**

多様性に対応する力 94 4.42±0.62 4.62±0.62 -4.95**

変化する力 94 4.29±0.62 4.48±0.60 -3.81**

考え抜く力 93 4.64±0.55 4.71±0.57 -1.56
*p<.05, **p<.001
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なかったことからすれば，外部指導者には，現在

指導に携わっている教員と同水準の教育的なコン

ピテンシーが求められているとも言える．このよ

うな結果の背景には，運動部活動の指導に関わる

経験年数や指導内容なども影響している可能性が

考えられる．例えば本研究の回答者は，競技経験

のない運動部活動の顧問経験を有する者が 8割に

上っており，こうした指導経験の影響が地域移行

後の指導者に求める指導リテラシーの高さに影響

している可能性が示唆される．

結語

　本研究では，中学校教員の運動部活動への従事

状況，運動部活動の地域移行に対する態度を明ら

かにするとともに，運動部活動の地域移行後の指

導者に求められる資質・能力を，教員の視点から

捉えることを目的に，公立中学校教員を対象とし

た調査データの分析を進めてきた．その結果，以

下のような結果が得られた．

1） 回答者の80％以上が現在運動部活動の顧問を

担当しており，その多くが自身に競技経験が

ない種目を担当した経験を有している．

2） 活動状況はスポーツ庁のガイドラインに沿っ

たものであるが，多くが運動部活動の顧問に

対して課題や負担を感じている．

3） 運動部活動の地域移行については肯定的に捉

える者が多い一方，半数以上が指導する意向

はない．

4） 教員が地域移行後のスポーツ指導者に求める

資質・能力は，自分たちが運動部活動で指導

する際に必要と考える資質・能力よりも高い

水準にあるべきだと考えている．

　これらの結果は，従来から指摘されている，中

学校における運動部活動が教員の労働環境にもた

らす負担の大きさを追認するものである．そして

教員の多くが運動部活動の地域移行を良しとしな

がらも，移行後は運動部活動の指導からの解放を

望む姿が浮き彫りになった．また，設定したリ

サーチクエスチョン「教員が学校運動部活動の指

導者に必要であると考える資質・能力と，地域移

行後のスポーツ指導者に求める資質・能力は異な

るのか」に対する答えとして，移行後の指導者に

対しては現在の部活動顧問よりも高い水準のコン

ピテンシーを求めていることが示された．スポー

ツの持つ意義を大切にすることや，プレーヤーで

ある生徒一人一人を尊重し，個々に応じた基準で

評価することを地域移行後の指導者に求めてお

り，より質の高い指導者が地域移行後の運動部活

動，すなわち中学生のスポーツ活動の担い手とし

て期待されている．

　教員の負担を軽減するための方策として，運動

部活動の地域移行が各地で模索されているが，本

研究は，A県の協力が得られた教員によるデータ

に基づいており，運動部活動の地域移行に対す

る教員の態度を明らかにした一事例である．ま

た，受け皿として期待される地域の指導者の視点

から，その指導の在り方を明らかにする必要があ

る．さらに，運動部活動の主体である子どもたち

の視点に立った議論が少ないことも指摘されてお

り（近藤ら，2023），子どもたちが運動部活動や

スポーツ活動に何を求めているのか，子どもたち

のスポーツ活動はどうあるべきかという視点から

の議論が必要であることは，論を待たない．単な

る「教員の働き方改革」として捉えるのではなく，

将来の青少年のスポーツ環境をどのように整備し

確保していくのかという視点からの議論を深めて

いくことが求められる．

注 1）リテラシーとは，「読み書きの能力．識字．

転じて，ある分野に関する知識・能力」（広辞

苑，2018）とされ，各分野の言葉と合わせて，

「情報リテラシー」「メディアリテラシー」のよ

うに用いられることが多い．

注 2）コンピテンシーとは，「優れた成果を創出

する個人の能力・行動特性」（野村総合研究所，

online）とされ，経験則に基づく行動特性やコ

ミュニケーション能力を表す．

注 3）国立大学法人鹿屋体育大学が開発した，「プ
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レーヤー中心の考えに基づいたコーチングを行

うための行動・判断力」を可視化するテスト．

詳細は https://sccot.jp

　本論文に関して，開示すべき利益相反関連事項

はない．
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